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諮問庁：内閣総理大臣 

諮問日：平成２７年１１月１６日（平成２７年（行情）諮問第６６８号） 

答申日：平成２８年６月９日（平成２８年度（行情）答申第１１３号） 

事件名：２１世紀構想懇談会の発言者名の分かる議事内容を記録した文書等の

一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙に掲げる１４文書（以下，併せて「本件対象文書」という。）につ

き，その一部を不開示とした決定については，文書１（１枚目及び２枚目

１行目ないし４行目），文書６，文書７，文書１０，文書１１，文書１４

ないし文書１８，文書２１及び文書２２を開示すべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３条

の規定に基づく本件対象文書の開示請求に対し，平成２７年８月１０日付

け閣副第７７３号により内閣官房副長官補（以下「処分庁」という。）が行

った一部開示決定（以下「原処分」という。）について，その取消しを求め

る。 

２ 審査請求の理由 

 （１）審査請求書 

ア 第５回会合概要及び録音について 

「２０世紀を振り返り２１世紀の世界秩序と日本の役割を構想する

ための有識者懇談会」（以下「懇談会」という。）第１回の公表されて

いる議事概要によると，「懇談会の運営方針として，懇談会は非公開

とし，懇談会の議事要旨は，発言者名を付さない形で公開することが

合意された。」と記録されている。 

法の制定過程において，「法要綱案の考え方」で，特に「審議会に関

する情報の開示・不開示の判断は，当該審査会の議決等により決せら

れるものではなく，当該審査会の性質及び審議事項に照らし，個別具

体的に，率直な意見交換等を『不当』に損なうおそれがあるかにより

判断されることになる」と言及されている。これは自治体における情

報公開条例の多くに，合議制機関の議決による不開示を認める規定が

あり，これが不合理な不開示決定を横行させていたことを受けてのも

のであり，法においては審議検討過程の情報に係る法５条５号では審
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議会等の議決や決定による不開示を認めず，開示することによる不当

な審議検討過程への支障を要件としたものである。処分庁の決定はこ

うした立法事実に反するものである。 

「非公開で行うことを前提とした有識者懇談会である」ことをもっ

て，「率直な意見交換を妨げるおそれがある」とするのは，有識者懇

談会を構成する有識者が主観的にそう感じる以上のものでもなく，あ

るいは非公開でなければとても意見が述べられないような見識の者

であるか，意見が明らかにされてそれに対するさまざまな見解・評価

が提示されることに耐えられない程度のものを国の政策形成に反映

させようとしているのか，のいずれかに過ぎない。このようなことを

保護するために同号の規定が設けられているわけではなく，あくまで

も開示・不開示の利益を比較衡量し，不当な支障が生じない限りは開

示しなければならないものである。 

また，参集した有識者は，自らの発言内容について，個人名が付さ

れた形では永久に公開されることがないと認識して会議へ参加して

いるとは到底いえない。法及び公文書管理法の規定に照らせば，開示

請求ないし利用請求に基づき開示される可能性があることは承知を

した上で，会議に参加し発言を行っていなければならず，懇談会の構

成員を引き受けた以上は，それに当然承知をしていると考えるべきで

ある。したがって，今後の同種の会合の運営に支障が生じる恐れがあ

るとはいえず，法５条６号には当たらない。 

   イ 会合配布資料について 

     ２１世紀構想懇談会の第２回配布資料３件，第３回配布資料２件，

第４回配布資料５件，第５回配布資料２件が法５条５号，６号とされ

ているが，どのような文書か，文書の名称すら特定されていないため，

不開示情報の該当性そのものも審査請求人には判別不可能である。配

布資料は，会合の議題に沿って作成・配布されているものであり，懇

談会における論点やそれまでの議論の概要などがまとめられた資料

などが想定される。議事概要がいずれも公開され，発言者名のない形

態での会議内容の概要は明らかであるため，懇談会における配布資料

を公にすることによって，いかなる理由で「公にすることにより率直

な意見の交換を妨げる」ことになるのか，「今後の同種の会合の運営

に支障が生じるおそれがあるのか」が明らかでない以上，不開示情報

該当性がないというほかない。したがって，同条５号，６号に該当し

ない。 

以上のとおり，原処分は法の解釈，運用を誤ったものである。よっ

て，その取消しを求めるため，審査請求を行った。 
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（２）意見書 

  ア 懇談会について 

    懇談会について，諮問庁は「第１回会合において総理から示された

諮問事項に基づき，２０世紀の歴史に対する評価，２１世紀の国際秩

序の在り方等を議論」する場であり，「これらは国民及び関係各国の関

心が極めて高く，様々な議論が行われている事項を含む」ものである

としている。 

    第１回会議では，総理大臣は以下の点を挙げている。 

    「２０世紀の世界と日本の歩みをどう考えるか。私たちが２０世紀

の経験から汲むべき教訓は何か。 

日本は，戦後７０年間，２０世紀の教訓をふまえて，どのような道

を歩んできたのか。特に，戦後日本の平和主義，経済発展，国際貢献

をどのように評価するか。 

日本は，戦後７０年，米国，豪州，欧州の国々と，また，特に中国，

韓国をはじめとするアジアの国々等と，どのような和解の道を歩んで

きたか。 

２０世紀の教訓をふまえて，２１世紀のアジアと世界のビジョンを

どう描くか。日本はどのような貢献をするべきか。 

戦後７０周年に当たって我が国が取るべき具体的施策はどのような

ものか。」 

また，こうした論点を受けて，総理は同会合で「未来の土台は過去

と断絶したものではあり得ません。今申し上げたような先の大戦への

反省，戦後７０年の平和国家としての歩み，そしてその上に，これか

らの８０年，９０年，１００年があります。皆様の御意見を伺いなが

ら，これから日本がアジア太平洋地域のために，そして世界のために

更にどのような貢献を果たしていくべきか，これから日本はどのよう

な国になることを目指すのか，といった点について，考えていきたい

と思います。」と述べている。 

以上のことから，懇談会は，これまでの日本の戦後を国内的にも国

際的にも振り返り評価し，教訓を得ることを目的とし，かつ今後の日

本の世界貢献とビジョンを検討するという，前向き志向の性質を持つ

ものと政府において位置づけられていたといえる。また，総理大臣発

言は，今後の日本のアジア及び世界での貢献，日本がどのような国に

なるべきかという，今後の日本のありようを懇談会での検討を受けて

考えたい旨を述べていて，前向き志向の発言といえる。 

これらのことは国民及び国際社会の関心が高いものであることはそ

の通りであるが，前向き志向に日本のありようを考えていくための戦
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後７０年の評価や教訓，アジアや世界における日本の貢献について検

討をすることを予定しているのであって，このような検討が公開のプ

ロセスで行えないとすることがそもそも理解しがたいものである。戦

後７０年の歩みを評価，検証し前向き志向に今後を展望しようという

ことは，これまでの国内での様々な意見や見解，批判のみならず，ア

ジアを中心とした世界の日本に対する評価等を総括し，乗り越えよう

とするものでなければならないはずである。このような懇談会に参加

をしている委員が，非公開でかつ発言者名入りの議事録の作成を前提

としなければ発言が率直にできないという人で構成されているとす

るならば，不適格な人を人選したことになる。葛藤や対立を乗り越え

て前向き志向で物事を進めようとする議論は，開かれた議論で，委員

個々人が多様な意見を受け止めて，様々な葛藤や対立を乗り越える自

立した個人であることが当然に期待されているべきものであり，懇談

会はこのような委員により構成されていると考えるべきものである。 

  イ 諮問庁の主張 

  （ア）懇談会の概要及び録音物について 

     諮問庁は，本件対象文書はいずれも懇談会の会合におけるやり取

りが，発言者名を特定可能な形で含んでいるとしている。懇談会は，

「２０世紀の歴史に対する評価，２１世紀の国際秩序の在り方等を

議論しているが，これらは国民及び関係各国の関心が極めて高く，

様々な議論が行われている事項を含むことから，本懇談会における

発言が発言者名を特定可能な形で公になった場合に，発言者や関係

者に対して様々な圧力や不利益等が加えられる高い蓋然性が認めら

れる」としている。 

     懇談会の内容が国内外の強い関心の下にあったことは事実である

が，上記の懇談会の検討事項及び総理大臣の発言のとおり，基本的

には過去の検証から前向き志向の日本の在り方を検討するというも

のであるといえ，このような検討の場で各委員がどのような発言を

行ったかを明らかにしても，諮問庁の主張するような不利益等が発

生する高い蓋然性は存在しない。情報公開がされることで，発言内

容が検証・検討され，それに対して意見や批判があったとしても，

それは圧力でも不利益等でもなく，健全な民主的なプロセスに他な

らない。 

     懇談会の取り扱う事項から，発言内容が個人名を特定する形で公

開されることを嫌う委員，あるいはそのことに脅威を感じる委員が

いるとするならば，むしろ懇談会の委員になったことそのものがそ

のような不利益等の原因になり得るはずである。それにもかかわら
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ず委員を引き受けている以上は，非公開でなければ意見を述べられ

ないような見識の程度の者であるとは到底言えず，また，意見内容

が公開されて意見や批判が寄せられた時に，それに耐えられない程

度の意見しか言えない者が参集しているともいえない。むしろ，発

言内容が具体的に明らかにされることにより，どのような見解の者

がどのような評価・認識の下に懇談会に参加し，その結果取りまと

められた報告がどのように形成されたのかを明らかにすることが，

政府として前向き志向と位置付けているかのようである本懇談会の

正当性を示すことになり，またそうしたことは広く検証されること

は，不開示とすることにより保護される利益を上回る公益性がある。 

     また，諮問庁は「仮に，会合におけるやり取りが発言者名を特定

する形で公開されることとなれば，発言者名や関係者に対して様々

な圧力や不利益等が加えられる恐れがあるばかりでなく，今後，し

かるべき有識者に協力を依頼することができなくなり，同種の会議

の遂行に著しい支障を及ぼす高い蓋然性が認められる。」と主張する。

過去を検証し振り返り，今後の在り方を検討する場であるにもかか

わらず，発言者が誰であるのかを明らかにしないことを前提に有識

者に懇談会委員になることを求めたとするならば，そのこと自体の

妥当性が問題になる（なお，この点について，諮問庁は特に主張を

行っていないため，事実関係は不明である）。 

     発言者名を明らかにして議事内容を明らかにしないことを前提に

会議が開催されたことを理由に，審議検討過程の情報の非公開が無

びゅう的に認められることになると，法の趣旨を著しく損なう。本

懇談会を始め，政府における有識者による検討を開かれた場として

行うことが会議の前提とされるべきものであって，このような観点

ではなく非公開の会議でしか本来の目的が達成できず，情報公開も

できないとすること自体，そもそも妥当ではない。また，仮に非公

開の場でかつ資料も非公開とすることを条件としなければ，会議に

参加できない有識者から見解等を聴取していることは，その妥当性，

正当性の検証を拒んでいる有識者であると諮問庁は述べているに等

しく，このような状態こそ公益を損なう行為である。そのため，法

的保護に値する蓋然性はなく，今後の同種の会議の遂行に著しい支

障を及ぼす蓋然性があるとはいえない。 

     以上のことから，諮問庁の法５条５号及び６号の解釈運用は誤っ

ている。 

  （イ）ホームページ上で公表していない配布資料について 

     諮問庁は，「非公表を前提として配布された資料が含まれている。」
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と述べ，「国民及び関係各国の関心が極めて高く，様々な議論が行わ

れている事項を含むことから，当該懇談会における・・・配布資料

が公開されることとなった場合，発言者や関係者に対して様々な圧

力や不利益等が加えられる高い蓋然性が認められる。」と主張してい

る。諮問庁は，「非公表を前提とした配布資料」とは何かについては，

「非公表を前提」としているという形式的なことの他は，「様々な議

論が行われている事項を含む」との説明がされているだけである。

決定通知でも「配布資料３」などの記載のみであり，諮問庁が主張

するような支障のある資料か否かも判別できない。 

     前述のとおり，懇談会は基本的には過去の検証から前向き志向の

日本の在り方を検討するというものであるといえ，検証のためにど

のような資料や事実，見解が資料等で示され，懇談会における議論

の内容がまとめられているかなどは検証・検討され，それに対して

意見や批判があったとしても，それは圧力でも不利益等でもなく，

健全な民主的なプロセスに他ならない。非公表の資料を公開するこ

とは，どのような事実や見解に基づいて議論をされ報告が形成され

たのかを明らかにすることであり，政府として前向き志向と位置付

けているかのようである懇談会の正当性を示すことにほかならず，

不開示とすることにより保護される利益を上回る公益性がある。 

     また，非公表として配布された資料については，非公表の判断は

政府あるいは懇談会として行った一義的なもので，会議の運営上の

問題であって，法に基づく開示請求に対する判断を拘束するもので

はない。この前提を踏まえるならば，会議の時点で非公表であった

としても，情報公開法制がある以上は，その後に開示される可能性

は全ての非公表文書にあるものである。したがって，非公表として

配布された資料が事後に法に基づいて公開されること自体は，今後

の同種の会議の遂行に著しい支障を及ぼす蓋然性があるとはいえな

い。 

     以上のことから，諮問庁の法５条５号及び６号の解釈運用は誤っ

ている。 

なお，審査において，有識者会議の委員に明文の秘密保持契約を

行っているのか，発言者名入りの議事概要を委員に配布しているの

か，非公表の資料を回収しているのか委員が持ち帰っているのか否

かも確認されたい。また，いずれも委員個人保有文書として保有さ

れている場合，諮問庁が主張するような国際関係にも重大な支障を

及ぼすものであるならば，各委員においてどのように当人以外に諮

問庁が非公開とする情報が漏れないよう確実に管理されているのか
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についても確認し，諮問庁が主張するような実態認識において管理

されているのかを確認されたい。有識者会議委員がその立場におい

て公務員の身分を有しない場合は，法律上の守秘義務違反に問われ

ないと思料され，諮問庁が主張するような支障を回避するためにど

のような対応を行っているのかは，諮問庁の主張の前提として立証

されているべきものであって，何も行っていないのであれば，諮問

庁の主張するような支障が存在するとはいえないと解するべきであ

る。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 経緯 

処分庁は，審査請求人が行った開示請求「①２０１５年５月２２日開催

の２１世紀構想懇談会の発言者名の分かる議事内容を記録したもの（紙媒

体，録音物とも），②２１世紀構想懇談会の第２～５回会合の配布資料で，

ホームページで公表されている以外のもの」に対し，法５条５号及び６号

に該当することを理由に，一部を開示する原処分を行った。 

２ 本件対象文書について 

本件対象文書は，平成２７年５月２２日に行われた懇談会第５回会合の

概要及び録音並びに懇談会第２回会合から第５回会合の配布資料で，ホー

ムページで公表されている以外のものである。 

 ３ 審査請求人の主張について 

審査請求人は，原処分について「『非公開で行うことを前提とした有識者

懇談会である』ことをもって，『率直な意見交換を妨げるおそれがある』と

するのは，有識者懇談会を構成する有識者が主観的にそう感じる以上のも

のでもなく，あるいは非公開でなければとても意見が述べられないような

見識の者であるか，意見が明らかにされてそれに対するさまざまな見解・

評価が提示されることに耐えられない程度のものを国の政策形成に反映さ

せようとしているのか，のいずれかに過ぎない。このようなことを保護す

るために法５条５号の規定が設けられているわけではなく，あくまでも開

示・不開示の利益を比較衡量し，不当な支障が生じない限りは開示しなけ

ればならないものである。」と記載し，原処分は法の解釈，運用を誤ったも

のであるとしている。 

しかしながら，本件対象文書のうち，平成２７年５月２２日に行われた

懇談会の概要及び録音には，懇談会の第５回会合におけるやり取りが，発

言者名を特定可能な形で含まれている。また，懇談会第２回会合から第５

回会合の配布資料で，ホームページで公表されている以外のものの中には，

非公表を前提として配布された資料が含まれている。懇談会は，第１回会

合において総理から示された諮問事項に基づき，２０世紀の歴史に対する
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評価，２１世紀の国際秩序の在り方等を議論しているが，これらは国民及

び関係各国の関心が極めて高く，様々な議論が行われている事項を含むこ

とから，当該懇談会における発言が発言者名を特定可能な形で公になった

場合や配布資料が公開されることとなった場合，発言者や関係者に対して

様々な圧力や不利益等が加えられる高い蓋然性が認められる。そのため，

懇談会では，発言者が慎重になる余り無難な発言に終始したり，無用に萎

縮したりすることなく，自由かっ達な意見交換を通じて有意義な提言を行

うことができるよう，会合を非公開で行い，会合における議論の内容につ

いては，発言者名を付さない議事要旨のみを公開することで合意しており，

懇談会の会合はかかる合意を前提として行われている。このような状況の

中で，仮に，会合におけるやり取りが発言者名を特定可能な形で公開され

たり，配布資料が公開されることとなれば，発言者や関係者に対して様々

な圧力や不利益等が加えられる恐れがあるばかりでなく，今後，しかるべ

き有識者に協力を依頼することができなくなり，同種の会議の遂行に著し

い支障を及ぼす高い蓋然性が認められる。 

また，審査請求には，「どのような文書か，文書の名称すら特定されてい

ないため，不開示情報の該当性そのものも審査請求人には判別不可能であ

る。配布資料は，会合の議題に沿って作成・配布されているものであり，

懇談会における論点やそれまでの議論の概要などがまとめられた資料など

が想定される。議事概要がいずれも公開され，発言者名のない形態での会

議内容の概要は明らかであるため，懇談会における配布資料を公にするこ

とによって，いかなる理由で『公にすることにより率直な意見の交換を妨

げる』ことになるのか，『今後の同種の会合の運営に支障が生じるおそれが

あるのか』が明らかでない以上，不開示情報該当性がないというほかない。

したがって，同条５号，６号に該当しない。」と述べている。 

しかしながら，当該配布資料の名称を明らかにすれば，行われた議論の

内容が推定可能となることが想定される。各会合における発表者名は公開

されていることから，当該配布資料が誰の発表に用いられたものか，かな

りの程度推測可能である。これらを踏まえれば，資料の名称についても，

議論の内容を推測可能とさせる材料であるとみなすことには合理性があり，

これが公開された場合，発言者や関係者に対して様々な圧力や不利益等が

加えられる恐れがあるばかりでなく，今後，しかるべき有識者に協力を依

頼することができなくなり，同種の会合の遂行に著しい支障を及ぼす高い

蓋然性が認められる。 

以上の理由により，法５条５号及び６号に基づき，本件対象文書を不開

示としたことは妥当である。 

４ 結語 
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以上のとおり，本件対象文書につき，その一部を法５条５号及び６号に

該当するとして不開示とした決定は妥当であり，原処分は維持されるべき

である。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

①  平成２７年１１月１６日  諮問の受理 

②  同日           諮問庁から理由説明書を収受 

③  同月２４日        審議 

④  同年１２月１６日     審査請求人から意見書を収受 

⑤ 平成２８年５月１７日   委員の交代に伴う所要の手続の実施，

本件対象文書の見分及び審議 

⑥ 同年６月７日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，別紙に掲げる１４文書である。本件対象文書のうち，

文書１及び文書２については，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認さ

せたところ，懇談会の議事要旨を作成するために担当者が逐語的に懇談会

での会合のやり取りを記録したメモであるとのことであった。 

諮問庁は，本件対象文書が法５条５号及び６号に該当するとして不開示

とした原処分を妥当としていることから，以下，本件対象文書の見分結果

に基づき，不開示情報該当性について検討する。 

２ 不開示情報該当性について 

（１）概要及び録音について 

文書１及び文書２のうち，下記に掲げる部分を除く不開示部分には，

２０世紀の教訓等並びに２１世紀の世界秩序及び日本の役割等に関する

懇談会の委員等による率直な意見交換の内容が逐語的に記載されている。

これを公にすることにより懇談会の審議の過程にある情報が明らかとな

り，懇談会内部における率直な意見の交換が不当に損なわれるおそれが

あると認められるので，法５条５号に該当し，同条６号について判断す

るまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

しかしながら，文書１（１枚目及び２枚目１行目ないし４行目）は懇

談会の日時，場所及び出席者であり，当該部分は，首相官邸ホームペー

ジで公表されている情報と同旨であると認められ，これを公にしたとし

ても，率直な意見の交換が不当に損なわれるおそれ，国の機関の事務の

適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとは認められないことから，法

５条５号及び６号のいずれにも該当せず，開示すべきである。 

 （２）第２回懇談会配布資料について 
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文書５には，懇談会において議論される論点等についての有識者の意

見が具体的に記載されていることが認められる。 

当審査会事務局職員をして首相官邸ホームページを確認させたところ，

懇談会は，議事を非公開とし，会議終了後，発言者名を付さない形で議

事要旨を速やかに公開するという前提で開催され，当該議事要旨が掲載

されていることが認められた。 

当該不開示部分は，審議の促進のため，会合に出席できなかった委員

が事前に提出したメモであり，これを公にすることにより，特定の有識

者の暫定的な意見の内容が明らかとなり，懇談会における有識者の意見

交換に支障を来すなど，懇談会に係る国の機関の事務の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがあると認められるので，法５条６号柱書きに該当し，

同条５号について判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

しかしながら，文書６及び文書７には，懇談会のスケジュール案及び

運営に関する事項が記載されており，当該部分は，首相官邸ホームペー

ジで公表されている情報と同旨であると認められ，これを公にしたとし

ても，率直な意見の交換が不当に損なわれるおそれ，国の機関の事務の

適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとは認められないことから，法

５条５号及び６号のいずれにも該当せず，開示すべきである。 

 （３）第３回懇談会配布資料について 

文書１０は特定会社により報道された世論調査の結果であり，文書１

１は新聞に掲載された懇談会における発表者による投稿文である。 

当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，当該資料は審

議の促進のため，会合の際に配布されたものであるとのことであった。  

当該不開示部分は，公表されている情報であることが認められること

から，これを公にしたとしても，率直な意見の交換が不当に損なわれる

おそれ，国の機関の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとは

認められないことから，法５条５号及び６号のいずれにも該当せず，開

示すべきである。 

 （４）第４回懇談会配布資料について 

    文書１４は，パラオご訪問ご出発に当たっての東京国際空港での天皇

陛下のおことば（以下「おことば」という。）であり，文書１５は，平成

２７年版外交青書の一部抜粋であり，文書１６は特定調査機関により発

表された世論調査の結果であり，文書１７は，懇談会における発表者に

よって翻訳された公表されている米国の行政文書であり，文書１８は，

懇談会における発表者の論文である。当審査会事務局職員をして諮問庁

に確認させたところ，当該資料は審議の促進のため，会合の際に配布さ

れたものであるとのことであった。 
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当審査会事務局職員をして宮内庁ホームページを確認させたところ，

おことばは当該ホームページに掲載されていることが認められた。 

文書１４ないし文書１８は，公表されている情報であることが認めら

れることから，これを公にしたとしても，率直な意見の交換が不当に損

なわれるおそれ，国の機関の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが

あると認められないことから，法５条５号及び６号のいずれにも該当せ

ず，開示すべきである。 

 （５）第５回懇談会配布資料について 

文書２１は，特定新聞に掲載された記事であり，文書２２は，米国連

邦議会上下両院合同会議における安倍総理演説（以下「総理演説」とい

う。）である。当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，当

該資料は審議の促進のため，会合の際に配布されたものであるとのこと

であった。 

当審査会事務局職員をして首相官邸ホームページを確認させたところ，

総理演説は当該ホームページに掲載されていることが認められた。 

文書２１及び文書２２は，公表されている情報であることが認められ

ることから，これを公にしたとしても，率直な意見の交換が不当に損な

われるおそれ，国の機関の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあ

ると認められないことから，法５条５号及び６号のいずれにも該当せず，

開示すべきである。 

３ 異議申立人のその他の主張について 

異議申立人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

４ 本件一部開示決定の妥当性について 

   以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条５号及び６号

に該当するとして不開示とした決定については，文書１（１枚目及び２枚

目１行目ないし４行目），文書６，文書７，文書１０，文書１１，文書１４

ないし文書１８，文書２１及び文書２２は，同条５号及び６号のいずれに

も該当せず，開示すべきであるが，その余の部分は，同条５号及び６号柱

書きに該当すると認められるので，不開示としたことは妥当であると判断

した。 

（第２部会） 

委員 白井玲子，委員 池田綾子，委員 中川丈久 
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別紙 

 

文書１  「２０世紀を振り返り２１世紀の世界秩序と日本の役割を構想する

ための有識者懇談会」（以下「２１世紀構想懇談会」という。）第５

回会合概要 

文書２  ２１世紀構想懇談会第５回会合録音 

文書５  ２１世紀構想懇談会第２回会合配布資料３ 

文書６  ２１世紀構想懇談会第２回会合配布資料４ 

文書７  ２１世紀構想懇談会第２回会合配布資料５ 

文書１０ ２１世紀構想懇談会第３回会合配布資料３ 

文書１１ ２１世紀構想懇談会第３回会合配布資料４ 

文書１４ ２１世紀構想懇談会第４回会合配布資料３ 

文書１５ ２１世紀構想懇談会第４回会合配布資料４ 

文書１６ ２１世紀構想懇談会第４回会合配布資料５ 

文書１７ ２１世紀構想懇談会第４回会合配布資料６ 

文書１８ ２１世紀構想懇談会第４回会合配布資料７ 

文書２１ ２１世紀構想懇談会第５回会合配布資料３ 

文書２２ ２１世紀構想懇談会第５回会合配布資料４ 

 

（注）文書番号及び文書名は，諮問庁が理由説明書に記載した文書番号及び文

書名に倣う。 

 

 

 

 




